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（１）業務の目的 

日本で開催される国際 MICE には、数多くの海外ビジネス客が参加している。国際 MICE

開催に際して、その参加者が支出する宿泊、交通、飲食等の消費以外にも、企画・運営費や施設

利用費、設営費、プログラム費等、多額の主催者消費額が発生する。また、展示会・見本市等の

一部催事においては出展者等の消費も見込まれる。このような多様な主体による消費増加効

果が期待できる国際MICEは、その開催地や日本全体に大きな経済波及効果を与えている。 

過去、個別自治体やMICE 施設等においては、当該地域・施設で開催される MICE の経済

波及効果の算出が行われてきた。また、観光庁においても「MICE 開催による地域別経済波及

効果測定のための簡易測定モデル」の開発等、日本においても MICE 開催に伴う経済波及効

果の算出が多数実施されており、その調査結果が国内において幅広い主体から注目を集め、

自治体やMICE施設をはじめとする関係者に広く活用されている。 

このような背景のもと、観光庁は平成 29 年度「MICE の経済波及効果算出事業」において、

我が国において開催された企業会議、報奨・研修旅行、展示会・見本市等の経済波及効果等の

算出を実施した。本調査の目的は、上記調査から 7 年が経過し、企業会議（Meeting）、企業

の報奨・研修旅行（Incentive）及び展示会・見本市等（Exhibition）の消費原単位を更新し

た上で最新時点のデータに基づく経済波及効果等を算出すると共に、国際会議

（Convention）の数値と合算することで、2023 年に国内で開催された国際 MICE 全体の

経済波及効果を算出することである。 

 

１） 本事業における定義の設定 

 

2017 年度事業においては、海外の類似調査を参考に調査対象である企業会議、報奨・研

修旅行、展示会・見本市についてそれぞれ定義を設定している。調査においては、2017 年度

と比較可能な数値を算出するため、定義や調査形式については踏襲する形で調査を実施した。

また、本事業で対象とするそれぞれの催事は、“国際 MICE”であることを前提としている。そ

のため、日本人参加者だけが参加する催事は対象外としている。 

 

（１） 企業会議 

 

企業会議は企業が主催する会議・研修・式典等を指す。企業会議については、海外の類似調

査を参考に、参加者数、開催時間、外部施設の利用有無に関する基準を設け、さらに外国人参

加者の有無についても考慮した。具体的な定義は下記図表の通り、参加者数 10 名以上、4 時

間以上の開催、外部の施設（ホテルや MICE 施設等）を利用し、海外からの外国人参加者を含

む催事としている。 
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図表 1 企業会議の定義 

 

 

上記の条件を企業会議の定義とし調査を実施した。ただし企業会議はその種類の多さから

上記の区分だけではなく、具体的な催事の分類を作成しアンケート調査等を実施した。 

具体的には、①企業ミーティング、②顧客セミナー、③研修・視察、④式典、⑤その他、の 5種

類の催事を定義し調査を実施した。 

 

図表 2 企業会議の種類 

 

 

企業ミーティングは「海外拠点の社員を含む社内会議、顧客（海外含む）との会議・商談、サ

プライヤーとの会議等」、顧客セミナーは「複数の顧客を対象とした新商品セミナー・業界セミ

ナー・ビジネスカンファレンス等」、研修・視察は「自社社員、販売員、販売代理店やサプライヤー

企業等を対象とした教育や情報発信目的の研修・セミナー等」、式典は「自社社員、顧客、販売

参加者数10名以上

4時間以上の開催

外部の施設※を利用

海外からの外国人参加者を含む

企業会議 ※ホテル、MICE施設等の外部の会議施設

社員・販売員、販売代理店
サプライヤー

顧客

会議・商談

教育・情報発信
（研修・セミナー）

祝賀・交流
（パーティ・表彰）

その他

①企業ミーティング

③研修・視察
（報奨・研修旅行は含まない）

②顧客セミナー

⑤その他

主たる参加者

主
た
る
目
的

④式典
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代理店、サプライヤー等を対象にした周年パーティーや記念式典等」と定義をし、これら 4つの

分類に当てはまらない催事については「その他」として整理を行った。 
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（２） 報奨・研修旅行 

 

2017 年度調査においては報奨・研修旅行についても企業会議同様に海外の類似調査を参

考に、参加者数、開催時間、外部施設の利用有無に関する基準を設けている。本調査において

も同様の定義にて調査を実施した。 

報奨・研修旅行については海外発の催事を対象としているため、基本的に参加者全てが外国

人であることを条件とした。具体的な定義は下記図表の通り、参加者数 10 名以上、4 時間以

上の開催、外部の施設（ホテルやMICE施設等）を利用し、海外発の催事とした。 

 

図表 3 報奨・研修旅行の種類 

 

 

上記の条件を報奨・研修旅行の定義とし調査を実施した。ただし報奨・研修旅行と企業会議

の分類は曖昧であり、旅行代理店をはじめとする回答者においては明確に区別されていない。

本事業では下記図表の条件を満たす報奨・研修旅行を対象として示すことで、企業会議との区

別の明確化を図った。 

 

図表 4 報奨・研修旅行の対象 

対象とする報奨・研修旅行 

 自社社員、販売員、販売代理店対象の報奨・研修旅行 

 全社員や部署全員を対象にしたものではなく業績に応じて一定の条件をクリアした社員を

選抜して開催している催事 

 催事の中に、経営方針・新商品等についての会議や研修等の要素が入るものもあるが、主

目的が“参加社員のモチベーション向上”、好業績の“報酬”としている催事 

参加者数10名以上

4時間以上の開催

外部の施設※を利用・訪問

※ホテル、MICE施設等の外部の会議施設や
工場等の施設、観光施設等

報奨・研修
旅行

海外発日本着の催事

海外発 日本着
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（３） 展示会・見本市等 

 

展示会・見本市については、世界 85 ヶ国の主要な展示会主催者、展示会場、展示会業界団

体 600 社以上で組織された業界団体である国際見本市連盟（UFI）により定められている国

際展示会の基準を採用し、本事業の対象である国際展示会としている。 

日本国内では UFI の定める基準に基づき日本展示会認証協議会（JECC）が、国内の UFI

公認認証機関として国際展示会の認証を行っている。UFI により定められている国際展示会

の定義は下記の通りである。 

図表 5 展示会・見本市の対象 

分類 認証基準 

展示会 

① 国際展示会 海外来場者 5%以上または海外出展者 10%以上 

② 一般展示会 規定無し 

③ 展示会 規定無し 

展示会に類する 

“イベント” 
フリーマーケット、路上販売 

 

本事業では上記の基準を国際展示会の定義とし、JECCによる国際展示会の認証を取得し

ている展示会・見本市を主な対象とした。 

 

ただし、JECC による国際展示会の認証制度は審査方法や審査費用の問題から、基準は満

たしているものの、認証制度を取得していない展示会・見本市が一定程度存在する。そのため

本事業では、認証の基準を満たしている可能性の高い大規模展示会・見本市も広く対象として

アンケート調査を行い、来場者もしくは出展者の海外比率が国際展示会の認証基準である海

外来場者５%以上もしくは、海外出展者 10%以上の基準を満たしている催事については、“準

国際展示会”と見なし調査対象に含めた（本事業では 33件が”準国際展示会”として整理）。 

 

図表 6 本事業の対象とする国際展示会・見本市 

 

国内の展示会・見本市等の全体

外国人参加者及び外国人出展者
比率の高い展示会・見本市等

国際展示会の認証を取得している
展示会・見本市等

本事業の対象
展示会・見本市等

海外来場者5%以上もしくは、海外出展者10%以上の
基準を満たしている催事は調査対象に含む

調査対象に含む
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（２）経済波及効果の算出手法 

 

１） 調査の手法 

本事業では、企業会議、報奨・研修旅行、展示会・見本市等について、経済効果を測定するた

めの各種アンケート調査を実施した。なお、経済効果とは総消費額、直接効果、生産誘発額（以

下これらを一般的に用いられている経済波及効果とする）、雇用効果、誘発税収額等を示す。 

各催事の経済波及効果を把握するためには、前章で整理したそれぞれの催事の定義を設定

し、その定義に合致する催事における総消費額を把握する必要がある。総消費額とは、それぞ

れの催事における支出者の全消費額（一部重複分は除外、詳細は【図表 12 ダブルカウントの

除去（イメージ）】参照）のことを指し、例えば企業会議や報奨・研修旅行の場合は会議や旅行を

主催する企業の消費額と、会議や旅行に参加する参加者の消費額が対象になる。一方で展示

会・見本市等については、催事を主催する主催者と催事に参加する参加者の他に、展示会・見

本市等に出展する出展者の消費額も対象となる。 

これら主催者、参加者、出展者（展示会・見本市等のみ）に対し、アンケート調査を実施するこ

とで催事開催に際し消費する総消費額を把握した。アンケート調査では主催者、参加者、出展

者（展示会・見本市等のみ）の消費原単位に、催事の参加人数や開催規模等を掛け合わせるこ

とで総消費額を算出している。 

さらにその総消費額をもとに、産業連関表を用いた産業連関分析を行い経済波及効果の算

出を行った。 

図表 7 本事業における経済波及効果算出の全体像 

 

  

国内の
M・I・Exの

経済波及効果

直接効果

主催者
総消費額

出展者
総消費額

（展示会のみ）

参加者
総消費額

間接１次
波及効果

間接２次
波及効果

1人あたり
主催者の消費額

参加者総数

単位(日／㎡)あたり消費額

対象展示の延床面積(㎡)

1人あたり
参加者の消費額

参加者総数

産業連関分析

産業連関分析

企業会議、報
奨・研修旅行
、展示会・見
本市等の分

類
(定義、ｾｸﾞﾒﾝ

ﾃｰｼｮﾝ)

データ収集 催事別の総消費額の算出 直接・間接効果の算出

経済波及効果
の算出

エージェントアンケート
企業
会議

報奨
研修
旅行

展示会
見本市

参加者アンケート

エージェントアンケート

参加者アンケート

主催者アンケート

参加者アンケート
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（１） 企業会議の調査手法 

 

企業会議については、会議の主催者と参加者による総消費額の把握を行った。企業会議の

主催者は企業であるため、本来であれば直接主催者企業へのアンケートにより総消費額を把

握することが理想であるものの、企業会議は各企業独自の催事であることから公開情報等で

開催されている催事やその主催者を網羅的に把握することができない状況にある。さらに、企

業会議は様々な部署で開催されているため、基本的に企業内で全社の企業会議の開催状況を

把握している部署は存在しない。よって、主催者企業に直接アンケート調査を行い、正確なデ

ータを収集することは現実的ではないと考えられる。 

そのため、本事業では企業が企業会議を主催する際に利用する代理店（エージェント）に対し

てアンケート調査を行うことで、対象とする 2023 年度に開催された企業会議の総消費額及

び人数を把握することとした。 

また催事参加者の消費額の把握については、2021～2024年度に開催された企業会議参

加者に対するアンケートの配布及び、過去に本事業で定義する企業会議に参加したことのある

外国人へのWebアンケートを行うことで、消費額の把握を行った。 

 

図表 8 企業会議の総消費額の把握方法 

 

 

 企業会議は主催企業がエージェントを利用する場合と利用しない場合が存在するため、エ

ージェントに対するアンケート調査で一般的にエージェントを利用する比率を把握した。得られ

たエージェント利用比率をアンケートに回答のあった開催件数や取扱人数に除することで、市

場全体の取扱件数と人数を把握した。さらにエージェントアンケートで参加者 1 人当たりに対

する主催企業の消費額を把握し、推計した市場全体の取扱人数を乗することで、市場全体の主

催者消費額を算出した。 

 エージェントに対するアンケート結果で得られた市場全体の参加者数と、参加者アンケート

により得られた参加者 1 人当たりの消費額を乗することで、市場全体の参加者消費額を把握

した。 

エージェントアンケート

催事種類別の
取扱件数、取扱人数

エージェント利用比率

項目別の1人当たり
主催者消費額

マーケット全体の
取扱人数

参加者アンケート

参加者1人あたりの
項目別消費額

市場全体の
総消費額

マーケット全体の
主催者消費額
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 本事業ではアンケート方式で市場全体の規模と主催者及び参加者の消費額を把握してい

る。そのため、本来であれば取扱いがあると想定される企業から回答が得られなかった場合は、

その企業が取扱う件数や人数は市場規模に含むことができなくなってしまう。そのため、観光

庁が公開している「旅行業者取扱額」に掲載されている企業の中で、本アンケートに回答のな

かった企業については、回答のあった企業のシェアおよび企業会議取扱額を用いてウェイトバ

ックを行い、回答のない企業の取扱額を推計した。 

 

図表 9 企業会議の市場規模の推計方法 

 

 

実際に調査で使用したエージェントアンケート項目と参加者アンケート項目を次頁に記載す

る。エージェントアンケートでは市場規模把握のための催事種類別取扱件数、取扱人数等に関

する設問と、主催者の消費額を把握するための設問を設けている。一方で参加者アンケートで

は参加者の消費項目に対する質問を中心に設定している。次頁以降にアンケート票を掲載す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

アンケート回答のあった企業の
旅行業取扱額

アンケート対象企業の
旅行業取扱額 アンケート結果による

取扱い件数、人数の合計

旅行業取扱額から推計
される未回答企業の

件数、人数

旅行業取扱額における
外国人旅行のシェア

企業会議の市場規模

推計

アンケート
結果

回答企業の
シェア
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○エージェントアンケート 
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○参加者アンケート（企業会議及び報奨・研修旅行共通） 
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（２） 報奨・研修旅行の調査手法 

 

報奨・研修旅行についても企業会議同様に、催事の主催者と参加者による総消費額の把握

を行った。報奨・研修旅行の主催者も企業会議同様に企業であるため、主催企業に直接アンケ

ート調査を行うことは現実的ではないと判断した。 

そのため、報奨・研修旅行についても催事を主催する際に利用する代理店（エージェント）に

対してアンケート調査を行うことで、対象とする 2023年度の報奨・研修旅行の総消費額及び

人数を把握することとした。 

また催事参加者の消費額の把握については、2021～2024 年度に開催された報奨・研修

旅行の参加者に対するアンケートの配布及び、過去に本事業で定義する報奨・研修旅行に参加

したことのある外国人へのWebアンケートを行うことで、消費額の把握を行った。 

 

図表 10 報奨・研修旅行の総消費額の把握方法 

 

 

2017 年度調査における旅行会社へのヒアリングによれば、本事業で対象とする海外から

の報奨・研修旅行は、主催企業が自ら航空券、ホテル、日本国内での移動、観光プログラム等の

全ての手配を行うことは考えにくい。そのため、企業会議のエージェントアンケート内で設定し

た「エージェント利用比率」は報奨・研修旅行のアンケート項目には含めていない。 

エージェントアンケートで把握した主催者の参加者 1 人当たり消費額及び取扱人数と、参加

者アンケートで把握した参加者の 1 人当たり消費額をもとに市場全体の総消費額を算出して

いる。 

また企業会議同様に、観光庁が公表している「旅行業者取扱額」における「外国人旅行」の取

扱い額のシェアをもとに回答が無かった企業の取扱件数や人数を推計している。 

次頁に報奨・研修旅行のエージェントアンケートの内容を記載する。なお、参加者アンケート

については企業会議と同様のフォーマットであるため掲載を省略する。 

  

エージェントアンケート

催事種類別の
取扱件数、取扱人数

項目別の1人当たり
主催者消費額

マーケット全体の
取扱人数

参加者アンケート

参加者1人あたりの
項目別消費額

市場全体の
総消費額

マーケット全体の
主催者消費額
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○エージェントアンケート 
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（３） 展示会・見本市等の調査手法 

 

展示会・見本市等については、主催者、参加者に加え展示会や見本市で出展を行う企業によ

る消費額も存在するため、出展者に対してもアンケート調査を実施し消費額の把握を行った。 

 

図表 11 展示会・見本市等の総消費額の把握方法 

 

 

主催者に対するアンケートは、UFI の定める国際展示会の基準に基づく日本展示会認証協

議会（JECC）により国際展示会の認証を取得している展示会の主催者、また同認証基準であ

る海外来場者比率 5%以上もしくは海外出展者比率 10%以上の基準を満たしている主催者

を対象としている。後者についてはアンケートの回答を確認し海外来場者比率 5%以上もしく

は海外出展者比率 10%以上の基準を満たしている場合は、準国際展示会として調査対象に

加えた。調査項目としては、2023 年に開催された国内の大型展示会の主催に際して消費し

た金額を把握した。 

参加者アンケートについては、2024 年度に開催された展示会・見本市において、現地対面

式アンケートを行い、催事参加に際して消費した金額を把握した。 

出展者については、2023 年及び 2024 年に開催された国内の大型展示会に出展した企

業の中から、ランダムに対象を抽出し、郵送並びにメール方式によるアンケート調査を実施し

主催者アンケート 参加者アンケート 出展者アンケート

項目別の主催者
消費額

対象展示会の国内外からの
参加者数・出展者数

参加者1人あたりの
項目別消費額

項目別の出展者
消費額

出展者の出展面積

市場全体の
総消費額

市場全体の
参加者消費額

対象催事の総展示面積
総出展面積

国際展示会の定義に合致する
展示会のみ抽出

市場全体の
主催者消費額

市場全体の
出展者消費額
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た。出展者の抽出については Web サイト等の公開情報で出展していたことが判明した出展者

のみを対象としている。出展者に対しても消費額の把握を行うために出展にかかった経費に

ついて設問を設定し調査を実施した。 

次項にそれぞれのアンケートで用いたアンケート票を掲載する。 
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○主催者アンケート 
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○参加者アンケート 
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○出展者アンケート 
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（４） 経済波及効果算出手法 

 

前頁上述した（１）から（３）で整理した手法に従い、企業会議、報奨・研修旅行、展示会・見本

市等それぞれの主体の総消費額を推計した。 

総消費額を推計する際、全ての主体の消費額・総支出額を単純に合算すると、本来間接１次

波及効果として捉えるべき金額も直接効果として捉えてしまうことになるため注意が必要で

ある。特に一般的な展示会・見本市においては、主催者は参加者の参加料や、出展者の出展料

を収入として、会場使用料や運営管理費等の支出に充てている。したがって、主催者の支出に

加えて、参加者の参加料や出展者の出展料を消費額に含めてしまうと、参加料・出展料の分だ

け消費額を過大に加算（ダブルカウント）してしまうことになる。前述した調査票の設計や、総

消費額の計算において、この消費のダブルカウントの除去を行っている。 

 

図表 12 ダブルカウントの除去（イメージ） 

 

 

また、ここまでの手順で総消費額は“購入者価格”であり、これを“生産者価格”に変換する必

要がある。購入者価格には、生産者が受け取る価格（「生産者価格」と呼ぶ）に卸売・小売業者や

運送業者が流通の過程で受け取るマージン、即ち“流通マージン”が上乗せされた金額である。

参加者 出展者 主催者

支出収入

宿泊費
飲食費
交通費
・・・
・・・

参加料 出展料

支出収入

設営費
臨時人件費
輸送費
・・・
・・・

支出収入

会場使用料
機材費

運営管理費
・・・
・・・

参加料
出展料
・・・
・・・

⇒主催者は参加料や
出展料を原資に各種
支払いをしている

総消費に含める

総消費に含めない
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産業連関表によって経済波及効果を推計する際は、購入者価格を生産者価格に変換した上で

推計する必要がある。具体的には、商業及び運輸業以外の産業に支払われた消費額から、流通

マージン（商業マージン・運輸マージンの合計）を差し引くことで当該産業の生産者価格ベース

の消費額を算出し、差し引いた分のマージンは商業・運輸業に対する消費に組み込む。 

 

図表 13 購入者価格から生産者価格への変換 

 
 

経済活動において、ある産業に追加的に新たな需要が生じたとき、その需要を満たすために

行われる生産は、当該産業だけでなく、原材料等の取引や消費活動を通じて関連する他の産業

にも波及する。この波及を一般的に「経済波及効果」と呼び、産業連関表等を用いた分析によっ

て推計することが可能である。 

本事業では、各分類の総消費額を算出した上で、産業連関表（2024 年公表の全国、2020

年版）を用いて経済波及効果を推計した。 

産業連関表を用いて経済波及効果を推計する際、その効果は「直接効果」「間接効果（間接 1

次波及効果及び間接 2次波及効果）」に分解して捉えることができる。 

 

○直接効果 

直接効果は、上記作業で生産者価格ベースに変換させた総消費額に、経済波及効果を測定

する地域内の自給率を乗じることで推計する。 

国内の経済波及効果を測定する場合は「1－輸入係数（国内需要に占める輸入の割合）」とし

て定義される“国内自給率”を総消費額に乗じることで、総消費額のうち純粋に国内産業に支

払われた金額を推計することができる。 

 

○間接効果 

間接 1次波及効果は、産業毎の直接効果に逆行列係数を乗じることで推計できる。また、間

接2次波及効果とは、直接効果及び間接 1次波及効果に付随して誘発された新たな所得の一

定割合が消費に回されることによって発生する波及効果である。直接効果および間接 1 次波

及効果の雇用者所得誘発額に、消費性向（可処分所得に占める消費支出額の割合）を乗じ、さ

粗付加価値

原材料

購入者価格

粗付加価値

原材料

生産者価格

運輸マージン

商業マージン
商業と運輸業へ
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らに逆行列係数を掛け合わせることで間接 2次波及効果を推計できる。 

直接効果、間接波及効果（1次・2次）はそれぞれ各産業に属する企業の「売上増」として捉え

ることができる。売上の増加は企業利益の増加を通じて直接税（法人分）の増加を、さらに雇

用者所得の増加を通じて直接税（個人分）の増加をそれぞれ誘発する。また、雇用者所得の一

定金額で賄うことができる雇用者数が一定とすると、雇用者所得の誘発を通じて雇用も誘発

される。 

産業連関分析の枠組みでは、これら「税収増加額」及び「雇用効果」も合わせて推計すること

が可能である。 

 

図表 14 産業連関表を用いた経済波及効果推計のフロー 

 

 

例えば、国内でノートパソコンの需要が生じて、1,000 億円分（購入者価格ベース）のノート

パソコンの生産が行われる（国内需要が発生する）場合について、2020 年全国産業連関表

（37 部門）に基づいて考える。ノートパソコンの生産は、情報通信機器部門に振り分けられる。

購入者価格から生産者価格を導出する際に、一部は商業・運輸マージンとして、除外される＊。

その結果、生産者価格ベースでは、情報通信機器部門にて 781億円分の国内需要が発生した

とみなされる。 

直接効果は、初期需要額の増加によって発生する国内生産額を示すものであり、生産者価

格の国内需要に国内自給率を掛け合わせ、２７1億円が直接効果となる。 

また、情報通信機器部門に直接効果（国内生産額）が 271億円発生すると、その生産活動に

伴い粗付加価値 91億円（うち雇用者所得 49億円）が誘発される。 

第 1 次間接波及効果とは、直接効果によって生産が増加した産業で必要となる原材料等を
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満たすために、新たに発生する生産誘発のことである。情報通信機器における 271 億円の需

要増から 239 億円の生産が国内各産業に誘発されることになり、これは第 1 次間接波及効

果である。また、第 1次間接波及効果により粗付加価値 109億円（うち雇用者所得 57億円）

が誘発される。 

第 2次間接波及効果とは、直接効果と第 1次間接波及効果によって発生した雇用者所得が

消費に回り、その消費拡大の結果、消費される製品の新たな生産が誘発されることを示す。直

接効果と第 1次間接波及効果による雇用者所得１０６億円のうち、消費額は消費転換係数を乗

じ、61 億円となり、国内需要額はこれに国内自給率を乗じて 57 億円となる。そして、国内需

要額57億円から90億円の生産が国内各産業に誘発される。また、この際の需要増により粗

付加価値５２億円（うち雇用者所得２２億円）が誘発される。 

経済波及効果は直接効果、第 1次間接波及効果、第 2次間接波及効果の合計額 600億円

となる。また、600 億円分の生産活動が増加したことで、就業者 2,600 人（うち雇用者

2,500人）の就業が誘発される。 

  



 

33 
 

（３）経済波及効果算出に係るアンケート等の調査の実施 

 

１） 企業会議 

 

（１） 調査対象 

2.2）「本事業における定義の設定」に記載した通り企業会議の定義は「10 人以上の参加」、

「4 時間以上の開催」、「外部の施設を利用」、「海外からの外国人参加者を含む催事」の 4 条件

全てを満たすものとし、これに該当する会議を対象とした。さらにこれらを①企業ミーティング、

②顧客セミナー、③研修・視察、④式典、⑤その他、の 5種類の催事に分類し調査を実施した。 

 

（２） 調査方法 

 調査は、企業会議の手配等を行うエージェントに対する Web アンケート調査と、実際に企

業会議に参加した参加者への対面自記入式Webアンケート調査、さらに海外に住む企業会議

で訪日経験のある外国人を対象に Web アンケートを行った。Web アンケート調査の実施対

象国・地域は特に企業会議での訪日者数の多いと言われている中国、香港、台湾、シンガポー

ル、タイ、オーストラリア、アメリカ、イギリス、フランス、スペインとした。 

エージェントアンケートでは 3 つの観光事業者団体の協力を得て計 1,521 社に 2023 年

に取扱いのあった企業会議に関する質問を行った。参加者の対面式アンケート調査に関しては、

各エージェントから協力が得られ、かつ定義に合致する企業会議が開催された場合に実施した。 

 

図表 15 企業会議の調査方法 

調査 対象 実施方法 

エージェントアンケート 

JATA会員：1,150社 

OTOA会員：105社 

中連協会員企業：266社 

Webアンケート 

参加者アンケート 

2021～2024 年度に企業会議で

訪日した外国人および、海外に住む

企業会議で訪日経験のある外国人 

対面方式 

Webアンケート 

 

（３） 回収結果 

企業会議の回収結果は以下の通りである。 

図表 16 企業会議の回収結果（有効回答数） 

エージェントアンケート 参加者アンケート※ 

156（シェア約 87%に相当） 日本人：４５５ 

外国人：387 

※日本人参加者の回収数は 531、外国人参加者の回収数は 420 
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２） 報奨・研修旅行 

 

（１） 調査対象 

2.2）「本事業における定義の設定」に記載した通り報奨・研修旅行の定義は「10 人以上参

加」、「4時間以上の開催」、「外部の施設を利用」、「海外からの外国人参加者を含む催事」とし、

これに該当する催事を対象とした。具体的には、以下の観点により催事を定義付けた。 

・ 自社社員、販売員、販売代理店対象の催事 

・ 全社員や部署全員を対象にしたものではなく、業績に応じて一定の条件をクリアした社員

を選抜して開催している催事 

・ 催事の行程に経営方針・新商品等についての会議や研修等の要素が入るものの、主目的

が“参加社員のモチベーション向上”、好業績の“報酬”としている催事 

 

（２） 調査方法 

調査は、企業会議と同様に、エージェントに対する郵送調査と、実際に日本への報奨・研修旅

行に参加した参加者への対面自記入式アンケート調査及び一部の外国人に対しては、日本へ

の報奨・研修旅行経験者を対象に、同様の調査項目をWebアンケートで実施した。 

Webアンケート調査の実施対象国・地域は旅行会社へのヒアリング調査から、特に企業会議

での訪日者数の多いと言われている中国、香港、台湾、タイ、マレーシア、オーストラリア、アメ

リカ、スペインとした。調査対象社数は、3つの観光事業者団体の協力を得て計1,521社とし、

2023 年に取扱いのあった催事に関する質問を行った。参加者調査に関しては、各エージェン

トから協力が得られ、かつ定義に合致する報奨・研修旅行が開催された場合に実施した。 

 

図表 17 報奨・研修旅行の調査方法 

調査 対象 実施方法 

エージェントアンケート 

JATA会員：1,150社 

OTOA会員：105社 

中連協会員企業：266社 

Webアンケート 

参加者アンケート 

2021～2024 年度に報奨・研修旅行

で訪日した外国人および、海外に住む報

奨・研修旅行で訪日経験のある外国人 

対面方式 

Webアンケート 

 

（３） 回収結果 

図表 18 報奨・研修旅行の回収結果（有効回答数） 

エージェントアンケート 参加者アンケート 

143（シェア約 87%に相当） 411※ 

※回収数は 434件 
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３） 展示会・見本市等 

 

（１） 調査対象 

展示会・見本市等に関しては、我が国においては日本展示会認証協議会（JCEE）により国際

展示会の認証制度が運用されており、UFI 基準に準ずる形で、「海外出展企業が全体の 10％

以上であること」または「海外からの来場者数が全体の 5%以上であること」を満たす催事を

国際展示会と認めている。そのため本事業の展示会・見本市の対象としても、国際展示会の認

証を取得している展示会・見本市等を対象とする。 

ただし、国際展示会の認証を取得していなくても一定の外国人来場者及び出展者が参加し

ている大型の展示会・見本市が存在するため、これらの催事も今回の調査対象とした。 

また、実施規模の観点から 2023 年に開催された展示会のうち利用展示面積 3 万㎡以上

の展示会を抽出したが（東京ビッグサイト、幕張メッセ、インテックス大阪、ポートメッセ名古屋

の展示会・見本市のみが該当）、その他にも外国人の訪問も多く重要と思われる展示会や見本

市もカバーするため、一部パシフィコ横浜やその他の展示会場で開催されている展示会・見本

市については各会場の開催カレンダーより展示会名を確認・公開情報にて開催詳細を把握し、

調査対象としてふさわしいと考えられる催事を抽出した。結果として調査対象とした展示会・

見本市等は計 83 となり、これらの展示会・見本市等を対象に主催者アンケート調査を実施し

た。 

また、これら大規模展示会等に出展した企業等に関して国内出展者（8,929 社）を対象とし

て郵送及びメール調査を行った。 

更に、これら展示会・見本市等で 2024 年度開催の 6 展示会・見本市を抽出して参加者調

査を行った。抽出は、地域、外国人の参加人数等を勘案した上で、主催者の理解を得られたも

のを抽出した。参加者は、日本居住者（以下、日本人）並びに日本国外に居住する外国人で、展

示会・見本市に参加者として来場した者（主催者、出展者を除く）とした。 

 

（２） 調査方法 

主催者アンケート、国内出展者アンケート、海外出展者アンケートは郵送及びメール調査、並

びに Web アンケート調査で実施した。参加者アンケートは、展示会・見本市等の会場において

調査員による対面調査式で実施した。なお、調査員は英語、中国語対応の調査員を配置し実施

した。 
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図表 19 展示会・見本市等の調査方法 

調査 対象 実施手法 

主催者アンケート 83の主催企業・団体 
メール方式 

Webアンケート 

出展者アンケート 大規模展示会出展者 8,929社 
郵送・メール方式 

Webアンケート 

参加者アンケート 外国人・日本人参加者 対面式アンケート 

 

 

（３） 回収結果 

図表 20 展示会・見本市等の回収結果（有効回答数） 

主催者アンケート 出展者アンケート 参加者アンケート※ 

47※ 309 
日本人：557 

外国人：396 

※日本人参加者の回収数は 683件、外国人参加者の回収数は 411件 

 

  



 

37 
 

（４）国際 MICEの経済波及効果の分析 

 

１） 国際MICEの総消費額の分析結果 

 

（１） 2023年における 1人当たり総消費額 

国際 MICE の 1 人当たり総消費額は各催事類型における総消費額を各催事類型の参加者

数で割ることで、参加者 1 人に対して主催者・出展者・参加者の各主体が消費した金額を算出

したものである。なお、国際会議については、2023年度調査によって算出された 1人当たり

の消費額を活用し、20２３年のJNTO国際会議統計から日本人および外国人の参加者数をも

とに算出している。 

分析の結果、国際 MICE の 1 人当たり総消費額は企業会議で約 84.4 万円、報奨・研修旅

行で約 83.4万円、国際会議で約 21.5万円、展示会・見本市で約 6.９万円となった。 

ここでは、参加者 1人当たり総消費額に関する整理と併せ、2016年の催事を対象とした調

査と 2023年の催事を対象とした本調査の結果とを比較することで各年の変化を整理した。 

企業会議、報奨・研修旅行については外国人参加者が多くを占めるため、1 人当たり総消費

額が高くなっている。特に、MIについては 2017年度調査の結果から大きく 1人当たり総消

費額が伸長している。有識者ヒアリングによれば、コロナ禍を経て MI の開催規模が縮小した

ことで、より少人数の団体規模かつハイグレードなプログラムに催事の内容が変化している傾

向が示唆された。MI の 1 人当たり総消費額において大きな伸長がみられることも、MI の小

規模化を反映しているものとみられる。 

他方、1人当たり消費額の低い日本人参加者を多く含む国際会議、展示会・見本市等は 1人

当たり総消費額が小さくなっている。国際会議の参加者 1 人当たり総消費額においては全体

で 3 万円ほどの伸長がみられたものの、展示会においては 2017 年度調査とほぼ同様の水

準となった。 

外国人参加者 1 人当たりの総消費額をみると、企業会議で約 11３.1 万円、報奨・研修旅行

で約 83.4万円、国際会議で約 112.2万円、展示会・見本市で約 140.5万円となり、2017

年度調査と比較してすべての催事類型で大きく伸長がみられた。MI の消費額の変化は、MI

が小規模化したことによる 1 人当たり消費額の伸びがあったものと考えられる。他方、国際会

議および展示会・見本市においても 2017年度調査と比較して 1人当たり消費額の伸びがみ

られている。これは、コロナ禍を経て全体に占める外国人参加者の比率が減少したため、主催

者・出展者の 1人当たり消費額が伸長したものとみられる。 
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図表 21 国際MICEの参加者 1人当たりの消費額 

 

 

 

図表 22 国際MICEの外国人参加者 1人当たりの消費額 
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２） 企業会議の総消費額の分析結果 

 

（１） 企業会議の参加者数の推計 

 

本事業で対象とした企業会議の参加者数の推計結果は、全体で 93,358 人（うち外国人参

加者数 68,651 人）という結果となった。本事業で設定した企業会議の 4 つの分類別に見て

みると、企業ミーティングの総参加者数は5５,749人（うち外国人参加者数45,847人）、顧

客セミナーの総参加者数は24,490人（うち外国人参加者数 15,851人）、研修・視察の総参

加者数は 8,694 人（うち外国参加者数 5,211 人）、式典の総参加者数 4,425 人（うち外国

人参加者数 1,742人）となった。 

 

図表 23 企業会議の参加者数の推計結果 

単位：人 日本人 外国人 計 

企業ミーティング 9,902人 45,847人 55,749人 

顧客セミナー 8,639人 15,851人 24,490人 

研修・視察 3,483人 5,211人 8,694人 

式典 2,683人 1,742人 4,425人 

計 24,707人 68,651人 93,358人 

 

（２） 企業会議の消費額の算出 

 

企業会議を取扱うエージェントに対するアンケート調査から主催者の参加者 1人当たり消費

額を把握し、参加者数を掛け合わせて主催者の消費額を算出した。また、参加者に対するアン

ケートから参加者1人あたり消費額を把握し、参加者数を掛け合わせることで参加者消費額を

推計した。 

主催者と参加者による各消費額については、企業ミーティングが約 637.1億円と企業会議

全体の半数以上を占める。次いで顧客セミナー、研修・視察、式典の順となっている。 

 

図表 24 企業会議の消費額 

 主催者消費額 参加者消費額 計※ 

企業ミーティング 約 472.3億円 約 164.9億円 約 637.1億円 

顧客セミナー 約 46.1億円 約 59.5億円 約 105.6億円 

研修・視察 約 10.9億円 約 19.8億円 約 30.7億円 

式典 約 6.7億円 約 7.3億円 約 14.0億円 

全催事※ 約 536.0億円 約 251.6億円 約 787.6億円 

 ※「全催事」・「計」の金額は端数処理（四捨五入）の関係で各項目の合計と一致しない点に注意 
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企業会議の主催者消費額の内訳を見ると、宿泊費、国内交通費、会議・イベント等の企画運

営費、付帯するパーティーの企画運営費が多くを占める。 

 

図表 25 企業会議の主催者消費額内訳 

 

※その他には印刷費、事務用品・備品等購入費が含まれる 

 

催事分類別に見ると、顧客を対象としたセミナーについては会議・イベントやパーティーの企

画運営費に多くの予算が使われていることがわかる。これは顧客を対象とする催事であるた

め、演出や装飾に多くの予算が割かれていることを示している。 

なお、主催者消費額に占める国際交通の比率が後述する報奨・研修旅行等に比べて小さく

なっている。これは、本事業で回答のあった旅行会社から国際交通に関する主催者の消費額に

ついて、十分な回答が得られなかった結果である。2017 年度調査において、旅行会社へのヒ

アリング調査によれば企業会議の場合、往復の国際航空券に関しては、本事業の対象としてい

る国内の旅行会社を利用せずに独自に手配を行っている可能性があるとの指摘が得られた。

観光庁 2024 年度「MICE に関するデータ収集・効果測定手法の向上のための調査事業」等

において国内の旅行会社とは別ルートでの調査可能性を整理しているところであり、今後も全

体傾向が問題なく反映されるような手法の検討が求められる。 

参加者消費額については、催事ごとに十分なサンプルを確保することが困難であったため、

全催事の外国人参加者・日本人参加者消費額のみ整理をしている。参加者消費額のうち多く
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を占めたのが土産・買物費、飲食費、観光費、宿泊費である。特に土産・買物費については消費

額全体の 3割を占めており、2017年度調査から大きな変化はみられなかった。 

なお、参加者消費額については会社負担ではない個人的な消費のみ対象となる。そのため、

国際交通費（航空券）については、主催者企業の負担と見なし対象外としている。また、宿泊費

についても会社負担でない個人的な支出のみを対象としている。 

 

 

図表 26 企業会議の参加者消費額内訳 

 

 

（３） 過年度調査との比較 

企業会議に該当する各催事テーマにおいて、参加者数の大幅な減少みられており、過年度

調査と比較して主催者消費額・参加者消費額ともに大幅に減少している。 

有識者ヒアリングによると、2023 年の上期は新型コロナウイルス感染症の影響でマスクを

着用することがまだ一般的である等、主催者が日本での開催を避ける状況にあった。また、

2023 年 5 月に新型コロナウイルス感染症が第 5 類に移行された後に、主催者が準備・企画

を始めた場合、2023 年中に実施まで至ることは難しく、それらは 2024 年以降に持ちこさ

れている。2023 年の後半に開催されていた催事については、2022年に延期された催事が

主であった。 

参加者数に関してみると、企業ミーティングはラグビーワールドカップ 2019日本大会の影

響もあり、2019 年に大きく伸長しているが、それ以前企業ミーティングの参加者数は 30 万
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人ほどであった。2023 年は約５.６万人とコロナ禍からの回復がまだ途上であることがわか

る。本調査の回答値は各エージェントがその年に取り扱う案件の大きさ次第で大きく変動する

ことから各年のばらつきが大きくなりやすいと考えられ、継続的な推計手法の更新が求められ

る。顧客セミナーについては 2018 年をピークに参加者数が減少傾向にあるものの、2023

年は 2016 年と同様の水準となっている。また、研修・視察、式典については大手代理店での

取り扱いがなくなったため、過年度調査と比較しても取扱人数が大きく減少している。 

 

図表 27 企業会議の参加者数の推移 

 

主催者の参加者 1 人当たり消費額に関してみてみると、は企業内 MTG において大きく伸

長していることがわかる。特に大きく伸びている項目は宿泊費、飲食費、管理費であり、特に宿

泊費に関しては 2017年度調査から約７倍になっている。 

宿泊費が大きく伸長した要因としてまず考えられるのが現在の円安や物価高の影響である。

ＭＩ有識者ヒアリングにおいてもホテル代が以前と比べ高騰している旨の言及があり、宿泊費

の主催者消費に占める割合が大きくなっていると考えられる。 

また、前回調査では平均的な滞在期間が約 6.7 泊の日程で 66,341 円/人と、企業会議に

掛けられる水準としては若干低い消費額となっていた。旅行代理店が調査の回答そのものに

不慣れであり実態とは離れた数値を回答していたケースが想定される。今回の宿泊費伸びに

ついても、前回調査回答の精度が低くなっている可能性を考慮した上で捉える必要がある。 

他の開催テーマを参照すると、顧客セミナー、式典は宿泊費をはじめとする各項目において

消費の伸びがみられている一方で、研修・視察に関しては主催者の参加者 1人当たり消費額

が 2017年度調査と比較しても低くなっている。研修・視察、式典は参加者の外国人参加者比
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率が 2017年度調査から低下しており、特に研修・視察においては約 25%低下しており、宿

泊費をはじめとする主催者の参加者 1人当たり消費額が減少したと考えられる。 

 

図表 28 企業会議（テーマ別）の外国人参加者比率 

 

図表 29 企業会議の主催者の参加者 1人当たり消費額
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参加者 1人当たり消費額についても 2017年度調査から大きく伸長がみられた。前述の物価

高に加えて PV宿泊をはじめとする滞在の長期化が重なることで、各項目において同程度の

消費の伸びが確認できる。 

 

図 30 企業会議の外国人参加者 1人当たり消費額 

 

 

参加者および主催者それぞれの参加者 1人当たり消費額を消費原単位として参加者数を掛

け合わせて算出される総消費額を見てみると、企業内ミーティングにおいてはコロナ禍以前と

ほぼ同様の水準となっていることがわかる。これは参加者数の減少が生じた一方で参加者消

費原単位の伸びが確認されたことによる。他方でその他の開催テーマである顧客セミナー、研

修・視察、式典については過年度と比較しても消費額が低位にとどまっている。研修・視察、式

典は大手代理店での取り扱いがなくなり、開催実績が大幅に低下したことが要因の一つであ

ると考えられる。また、顧客セミナーについては 2016年比で開催件数が減少したものの、消

費原単位が参加者・主催者ともに伸長したことで 2016年比で総消費額が伸びる結果となっ

た。 
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図表 31 企業会議の消費額の推移 

 

（４） 地域別の消費性向 

国別に見ると、香港の参加者における 1人当たり消費額が非常に大きい一方で、タイの参加

者における 1 人当たり消費額が小さく、同じアジアに位置する国でも、参加者の消費金額に大

きな差があることがわかる。また、欧州に位置するイギリス、フランス、スペインにおいてもそ

の参加者 1 人当たり消費額に開きがあるため、エリアではなく、その国ごとに消費傾向が決ま

っていると考えられる。 
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図表 32 国別の参加者 1人当たり消費額の比較（企業会議） 

 

 

３） 報奨・研修旅行の総消費額の分析結果 

 

（１） 報奨・研修旅行の参加者数の推計 

 

 本事業で対象とした報奨・研修旅行の参加者数の推計結果は、全体で53,546人（全て外

国人参加者）という結果となった。 

 

図表 33 報奨・研修旅行の参加者数の推計結果 

総参加者数（外国人参加者のみ） 

53,546人 

 

（２） 報奨・研修旅行の消費額の算出 

 

報奨・研修旅行を取扱うエージェントに対するアンケート調査から主催者の参加者 1 人当た

り消費額を把握し、参加者数を掛け合わせて主催者の消費額を算出した。また、参加者に対す

るアンケートから参加者 1人あたり消費額を把握し、参加者数を掛け合わせることで参加者消

費額を推計した。 
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主催者と参加者による消費額は、それぞれ約 292.8億円と約 153.9億円で計約 446.8

億円となった。アンケート配布当初は、主催者の消費額についても参加者数同様にアジアとそ

の他の国・地域を分けて主催者費用を算出しようとしたものの、アンケート回答企業から十分

な回答を得ることができなかったため、催事全体の主催者消費額を算出するに留まった。 

 

図表 34 報奨・研修旅行の消費額 

主催者消費額 参加者消費額 計 

約 292.8億円 約 153.9億円 約 446.8億円 

※「計」の金額は端数処理（四捨五入）の関係で各項目の合計と一致しない点に注意 

 

主催者消費額の多くは宿泊費が占めており、全体の 50%ほどとなっている。そのほかでは国

際交通費、国内交通費、飲食費、管理費が大きな消費項目となっている。一方でパーティーの

企画運営や観光プログラム等の企画運営に費やされる費用は限定的となった。 

 

図表 35 報奨・研修旅行の主催者消費額内訳 

 

 

参加者消費額については、過年度調査と概ね同様の傾向を示した。企業会議同様に買い物

に対する消費がもっとも多く、次いで飲食費、観光費となっており、企業会議と比べると観光

消費の比率が低くなっている。これは報奨・研修旅行のプログラムの中で観光を行う機会が多

いため、個人の消費で観光に費やす必要が限定されるためであると考えられる。 
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図表 36 報奨・研修旅行の参加者消費額内訳 

 

（３） 過年度調査との比較 

2023 年に開催された報奨・研修旅行の参加者数はコロナ禍以前と比較しても最も少ない

水準となった。 

ただし、企業ミーティングをはじめとする企業会議の参加者数の減少幅と比較して報奨・研

修旅行は減少幅が小さくなっている。報奨・研修旅行は少人数グループに分けたうえで複数日

程による開催事例も多くみられることから、企業会議と比較して感染リスクに対する対応がと

りやすいと考えられ、コロナ禍からの回復が早いことも報奨・研修旅行の催事特性を反映して

いる可能性があると考えられる。 

 

図表 37 報奨・研修旅行の参加者数の推移 
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参加者 1人当たり消費額・主催者の参加者 1人当たり消費額について2017年度調査との

比較を実施した。円安やホテル代・国際航空券代の高騰を受けて主催者の参加者1人当たり消

費額、および参加者 1人当たり消費額が大きく増加している。 

項目別にみると、参加者消費額では観光・娯楽費が約 7 倍に増加しており、宿泊費・飲食費

も約 5 倍に増加している。これは上記のような物価が以前よりも安くなり消費が喚起されて

いることに加え、催事全体の宿泊日数が以前よりも伸長していることで個人的な消費機会そ

のものが増えているためであると考えられる。 

他方、主催者消費額においては主に宿泊費・管理費などの項目で伸びがみられるものの、参

加者側の伸びと比較すると比較的小さな変動となっている。唯一伸びがみられる宿泊費につ

いても前回調査では平均的な滞在期間が約 5.2 泊の日程で 41,400 円/人と、報奨・研修旅

行の水準としては若干低い数値となっていた。旅行代理店が調査の回答そのものに不慣れで

あり実態とは離れた数値を回答していたケースが想定され、今回宿泊費が非常に伸びている

ことも、前回調査回答時のずれが含まれていることに起因する可能性がある。 

 

図表 38 報奨・研修旅行の参加者消費額原単位 
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図表 39 報奨・研修旅行の主催者消費原単位 

 

参加者 1人当たり消費額および主催者の参加者 1人当たり消費額を消費原単位としてそれ

ぞれの数値に参加者数を掛け合わせて算出される報奨・研修旅行の総消費額は、コロナ禍以

前と比較しても高い水準となった。参加者数が減少したものの、消費原単位が大きく伸長した

ことで総消費額としては高い水準を維持できたものと思われる。今後は本格的にコロナ禍か

らの回復が進展するとみられることから、開催実績の伸長が予想される。円安やホテル代・国

際航空券の価格水準は維持されているため、消費原単位が大きく変わることはなく、総消費額

は伸長することが期待される。 
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図表 40 報奨・研修旅行の総消費額の推移 

 

 

（４） 地域別の消費性向 

企業会議と同様に、国別に見ると、香港の参加者 1人当たり消費額が非常に大きい一方で、

タイや台湾の参加者 1 人当たり消費額が小さく、同じアジアに位置する国でも、参加者 1 人当

たり消費額に大きな差があることがわかる。また、欧州に位置するイギリス、フランス、スペイ

ンにおいてもその参加者 1 人当たり消費額に開きがあるため、エリアではなく、その国ごとに

消費傾向が決まっているといえる。 

加えて、国別の企業会議の参加者 1 人当たり消費額と報奨・研修旅行の参加者 1 人当たり

消費額は非常に強い相関関係にあり、同じ国からの来訪者は、催事の種類によらず日本での

消費行動が近いことが伺える。 
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図表 41 国別の参加者 1人当たり消費額の比較（報奨・研修旅行） 

 

 

図表 42 国別の企業会議／報奨・研修旅行の参加者 1人当たり消費額 
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４） 展示会・見本市等の総消費額の分析結果 

 

（１） 展示会・見本市等の参加者数の推計 

 

本事業の対象となる国際展示会の参加者数は計 1,673,033 人となり、うち日本人

1,614,036人、外国人 58,997人となった。 

 

図表 43 展示会・見本市等の参加者数の内訳 

総参加者数 日本人参加者数 外国人参加者数 

1,673,033人 1,614,036人 58,997人 

 

（２） 展示会・見本市等の消費額の算出 

 

参加者アンケートにて参加者 1 人当たりの参加者消費額を把握し、参加者数を掛け合わせ

て参加者消費額を算出した。また、主催者アンケートによって開催面積当たりの主催者消費額

を把握し、開催面積を掛け合わせて主催者消費額を算出した。なお、開催面積は公開情報より

展示会ごとの開催面積を合計することで算出した。加えて、出展者アンケートによって出展面

積当たりの消費額を算出し、出展面積を掛け合わせることで出展者消費額を把握した。出展面

積は、開催面積に対する出展面積の比率を出展者アンケートより把握し、開催面積に掛け合わ

せることで推計した。 

結果としては参加者消費額が最も多く、約550.6億円となっている。次いで出展者消費額

が約 428.3億円となっており、主催者消費額よりも大きい金額となった。 

 

図表 44 展示会・見本市等の消費額 

 主催者消費額 
日本人参加者

消費額 

外国人参加者 

消費額 
出展者消費額 計 

展示会・

見本市 
約 175.５億円 約 325.3億円 約 225.3億円 約 428.3億円 約 1,154.4億円 

※「計」の金額は端数処理（四捨五入）の関係で各項目の合計と一致しない点に注意 

 

主催者消費額内訳をみると、会場装飾費・工事費、会場利用料が大きな消費項目となってい

る。 
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図表 45 展示会・見本市等の主催者消費額内訳 

 

 

※その他には、運輸・輸送費、事務局経費、宿泊費、飲食費等が含まれる。 

 

参加者消費額内訳は、日本人参加者と外国人参加者で大きく異なる。外国人参加者は基本

的に宿泊が伴うことや、展示会・見本市への参加に伴い娯楽や観光消費を行うことが特徴的で

ある。しかし日本人参加者は、催事が開催される周辺都市からの参加が多いことから、宿泊を

行う参加者は限定的であり、娯楽や観光消費も少ない。そのため消費額の多くが交通費となっ

ている。 
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図表 46 展示会・見本市の参加者消費額内訳 

 

出展者消費額内訳を見ると、50%以上が会場装飾・工事費となっており、次いで宿泊費、都

道府県までの往復交通費、印刷製本費となっている。会場での装飾に多くの費用が費やされ

ていることがわかる。 

図表 47 展示会・見本市の出展者消費額内訳 

 

※その他には、臨時人件費、事務局経費、通信回線費、付随イベント費等が含まれる。 
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（３） 過年度調査との比較 

展示会・見本市等でも他の催事同様、コロナ禍を経て参加者数は減少したものの、2016 年

の参加者数を上回る結果となった。参加者数では日本人参加者数が圧倒的に多い傾向にある。 

 

図表 48 展示会・見本市等の参加者数 

 

 

主催者の開催面積（日・㎡）当たり消費額を見てみると、会場利用料・会場装飾費といったコ

ストに関してはほぼ変動がみられなかった。開催面積（日・㎡）当たり消費額は2017年度調査

と比較してやや小さくなっているものの、大きな変化はみられなかった。 

ただし、主催者費用の内訳に関しては大きな変化があった。2017年度調査ではパーティー

等イベントに付随する独自イベントに関する費用が主催者費用全体の 35.2%を占めており、

最も高い割合を示していたが、本調査ではこの割合（今回は「付随イベント」にかかる費用とし

て聴取）が大幅に低下している。アンケート回答を参照すると、2017年度調査では 23イベン

ト中 22 イベントから消費があったという回答があったのに対して、本調査では 46 イベント中

わずか8イベントからの回答であった。項目別の消費額内訳を参照すると、2017年度調査で

は 5.6%であった広告宣伝費が本調査では 40%を占めていることがわかる。 

以上を踏まえると、展示会・見本市等においてはアフターフォローとして付随イベントを実施

する必要性は以前より薄まっており、他方で催事参加者を確保するための広告・宣伝活動の位

置づけが高まっていると考えられる。 
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図表 49 展示会・見本市等の主催者開催面積（日・㎡）当たり消費額 

 

 

図表 50 展示会・見本市等の主催者消費額内訳 
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出展者の出展面積（日・㎡）当たり消費額は、総額ベースでと比較してやや小さく変化した。内

訳を見てみると、２０１７年度調査よりも出展料が大きくなっている一方で、出展料、会場装飾・

工事以外の各種関連費用の占める割合が低下した結果として総額の消費原単位が小さくなっ

ていることがわかる。 

 

図表 51 展示会・見本市等の出展者出展面積（日・㎡）当たり消費額 

 

 

日本人参加者の 1人当たり消費額は、総額ベースで大きくは変動しなかった。 

日本人参加者と比較して非常に大きくなっている外国人参加者の 1人当たり消費額は物価

高・円安等の影響を受けて各項目で伸長がみられ、項目別に見ると土産・買物費、観光・娯楽費

といった観光要素の強い項目で特に伸びが大きくなっている。 
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図表 52 展示会・見本市参加者の 1人当たり消費額

 

 

参加者消費額は参加者1人当たり消費額を消費原単位として参加者数を掛け合わせて算出

される。参加者数の減少に伴って2019年と比較して2023年の参加者消費額は約283億

円減少する結果となった。また、出展者の出展面積当たり消費額を消費原単位として出展面積

を掛け合わせて算出される出展者消費額についても 2019年と比較して約 178億円の減少

がみられた。これは、出展料、会場装飾・工事費以外の消費が縮小したことで出展者の出展面

積当たり消費額が小さくなったことが影響している。また、主催者の開催面積当たり消費額を

開催面積に掛け合わせて算出される主催者消費額は 2017～2019 年とほぼ同程度であっ

た。 

 

図表 53 展示会・見本市等の消費額 

 主催者 日本人参加者 外国人参加者 出展者 

２０１６年 約 108.6億円 約 209.0億円 約 151.2億円 約 347.4億円 

2017年 約 176.5億円 約 508.4億円 約 253.0億円 約 609.0億円 

2018年 約 192億円 約 455.1億円 約 333.2億円 約 634.0億円 

2019年 約 178.4億円 約 503.3億円 約 331.0億円 約 606.3億円 

2023年 約 175.5億円 約 325.3億円 約 225.3億円 約 428.3億円 
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図表 54 展示会・見本市の消費額（単位：億円） 

 

 

５） JNTO基準の国際会議の総消費額の分析結果 

 

（１） JNTO基準の国際会議の参加者数 

 

本事業では2023年度の事業で把握した国際会議の主催者、参加者、出展者の参加者 1人

当たり消費額をもとに、JNTO 国際会議統計から 2023 年に開催された国際会議の参加者

数を用いて、国際会議による総消費額の更新を行った。なお、国際会議の総消費額は各主体に

おけるカテゴリー別に参加者 1人当たりの消費額を参加者数に掛け合わせて算出される。 

 

図表 55 JNTO国際会議統計による国際会議の参加者数 

国籍 
3大都市圏 

×医学 

3大都市圏 

×医学以外 

その他都市 

×医学 

その他都市 

×医学以外 

日本人 358,802人 256,671人 149,393人 122,574人 

外国人 18,401人 67,000人 4,605人 39,367人 

 

（２） JNTO基準の国際会議の消費額の算出 

 

国際会議では、主催者、参加者、出展者のそれぞれの消費額を算出し、総消費額を推計した。
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日本人参加者消費額が約 741.1 億円と最も多く、続いて主催者消費額が約 724.2 億円、、

外国人参加者消費額が約 377.8億円、出展者消費額が約 349.6億円となっている。 

 

図表 56 国際会議の消費額 

日本人参加者 

消費額 

外国人参加者 

消費額 
主催者消費額 

出展者消費額 

※2 

各主体合計※1 

(国際会議消費額) 

約 741.1億円 約 377.8億円 約 724.2億円 約 349.6億円 約 2,192.8億円 

※1出展料は除く 

※2「計」の金額は端数処理（四捨五入）の関係で各項目の合計と一致しない点に注意 

 

次頁に昨年度調査同様に主催者、参加者、出展者ごとに「医療系かつ三大都市圏開催の国際

会議」、「医療系かつ三大都市圏外開催の国際会議」、「医療系以外かつ三大都市圏開催の国際

会議」、「医療系以外かつ三大都市圏外開催の国際会議」における消費額の内訳を整理する。 
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図表 57 国際会議の主催者消費額 

 三大都市圏 三大都市圏以外 計※ 

医療系 約 267.5億円 約 71.5億円 約 339.0億円 

医療系以外 約 284.2億円 約 101.0億円 約 385.2億円 

計※ 約 551.7億円 約 172.5億円 約 724.2億円 

※合計の金額は端数処理（四捨五入）の関係で各項目の合計と一致しない点に注意 

 

図表 58 国際会議の参加者（外国人）消費額 

 三大都市圏 三大都市圏以外 計※ 

医療系 約 5２．１億円 約 18.2億円 約 70.3億円 

医療系

以外 
約 190.1億円 約 117.3億円 約 307.4億円 

計※ 約 242.2億円 約 135.6億円 約３７７．８億円 

※合計の金額は端数処理（四捨五入）の関係で各項目の合計と一致しない点に注意 

 

図表 59 国際会議の参加者（日本人）消費額 

 三大都市圏 三大都市圏以外 計※ 

医療系 約 293.9億円 約 165.3億円 約 459.2億円 

医療系以外 約 179.6億円 約 102.2億円 約 281.8億円 

計※ 約 473.5億円 約 267.6億円 約 741.1億円 

※合計の金額は端数処理（四捨五入）の関係で各項目の合計と一致しない点に注意 

 

図表 60 国際会議の出展者消費額 

 三大都市圏 三大都市圏以外 計※ 

医療系 約５７.3億円 約 23.4億円 約 80.6億円 

医療系以外 約 179.2億円 約 89.7億円 約 268.9億円 

計※ 約 236.5億円 約 113.1億円 約 349.6億円 

※合計の金額は端数処理（四捨五入）の関係で各項目の合計と一致しない点に注意 
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（３） 過年度調査との比較 

国際会議の参加者数は、各カテゴリーにおいて、コロナ禍前の2019年から大きく減少して

いる。 

図表 61 国際会議の参加者数 

 

  

 
年 三大都市圏 三大都市圏以外 

計 
医学 医学以外 医学 医学以外 

日本人 

2016 495,615人 623,386人 216,962人 310,417人 1,646,380人 

2017 492,630人 507,131人 277,229人 262,289人 1,539,279人 

2018 587,493人 537,070人 235,797人 269,737人 1,630,097人 

2019 661,542人 654,976人 195,480人 268,398人 1,780,396人 

2023 358,802人 256,671人 149,393人 122,574人 887,440人 

外国人 

2016 40,517人 109,933人 7,924人 57,752人 216,126人 

2017 31,273人 93,493人 8,973人 52,909人 186,648人 

2018 34,944人 111,747人 8,642人 54,264人 209,597人 

2019 28,593人 123,400人 7,142人 54,259人 213,394人 

2023 18,401人 67,000人 4,605人 39,367人 129,373人 

計 

2016 536,132人 733,319人 224,886人 368,169人 1,862,506人 

2017 523,903人 600,624人 286,202人 315,198人 1,725,927人 

2018 622,437人 648,817人 244,439人 324,001人 1,839,694人 

2019 690,135人 778,376人 202,622人 322,657人 1,993,790人 

2023 377,203人 323,670人 153,998人 161,942人 1,016,813人 
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図表 62 国際会議の参加者数 

 

 

参加者数および開催件数の減少に伴い、主催者の総消費額も参加者数減少に伴って大きく減

少している。 

図表 63 国際会議の主催者消費額 

年 三大都市圏 三大都市圏以外 
計※ 

医学 医学以外 医学 医学以外 

2016 約 359.3億円 約 411.3億円 約 342.8億円 約 382.6億円 約 1,496億円 

2017 約 351.1億円 約 336.9億円 約 436.2億円 約 327.6億円 約 1,451.8億円 

2018 約 417.1億円 約 363.9億円 約 372.6億円 約 336.7億円 約 1,490.3億円 

2019 約 462.5億円 約 436.5億円 約 308.8億円 約 335.3億円 約 1,543.1億円 

2023 約 267.5億円 約 284.2億円 約 71.5億円 約 101.0億円 約 724.2億円 

※合計の金額は端数処理（四捨五入）の関係で各項目の合計と一致しない点に注意 
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図表 64 国際会議の主催者消費額（単位：億円） 

 

２０２３年度調査において国際会議の出展者は地域別の類型区別をなくし、取り扱いテーマ

のみ区別する形で調査を実施している。地域差を反映しない形での出展面積（日・㎡）当たり消

費額の算出がなされていることから、2016年度調査と比較して三大都市圏以外の催事にお

ける出展者消費額が上昇した。 

具体的には医学系以外×三大都市圏以外の区分に関して、2016年度調査における出展面

積（日・㎡）当たり消費額は 7,802円であり、２０２３年度調査における出展面積（日・㎡）当た

り消費額は 55,383円となっている。 

また、医学系×三大都市圏以外の区分に関して、2016年度調査における出展面積（日・㎡）

当たり消費額は 3,752円であり、2023年度調査においては 15,181円となっている。 
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図表 65 国際会議の出展者消費額 

 
年 三大都市圏 三大都市圏以外 

計 
医学 医学以外 医学 医学以外 

出展者 

2016 約 66.2億円 約 394.4億円 約 8.4億円 約 28.7億円 約 497.7億円 

2017 約 64.7億円 約 323.0億円 約 10.7億円 約 24.6億円 約 423.0億円 

2018 約 76.9億円 約 348.9億円 約 9.2億円 約 25.3億円 約 460.3億円 

2019 約 85.3億円 約 418.6億円 約 7.6億円 約 25.2億円 約 536.7億円 

2023 約 57.3億円 約 179.3億円 約 23.4億円 約 89.7億円 約 349.6億円 

 

図表 66 国際会議の出展者消費額（単位：億円） 
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国際会議の参加者消費額については、参加者数の減少を背景として過年度調査よりも減少す

るカテゴリーが多くみられた。ただし、「三大都市圏以外で開催される医学関連」の国際会議に

関しては参加者 1人当たり消費額が大きくなったことで過年度と比較しても高水準となって

いる。 

 

図表 67 国際会議の参加者消費額 

年 三大都市圏 三大都市圏以外 

三大都市圏 
医学 医学以外 医学 医学以外 

2016 約 401.7億円 約 536.6億円 約 189.8億円 約 323.4億円 約 1,451.5億円 

2017 約 368.4億円 約 448.5億円 約 239.7億円 約 279.8億円 約 1,336.4億円 

2018 約 431.3億円 約 512.5億円 約 206.4億円 約 287.5億円 約 1,437.7億円 

2019 約 448.6億円 約 587.1億円 約 171.1億円 約 286.5億円 約 1,493.3億円 

2023 約 346.0億円 約 369.7億円 約 183.6億円 約 219.6億円 約 1,118.9億円 

 

図表 68 国際会議の参加者消費額 
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各主体の消費額を合計した国際会議の総消費額を参照すると、参加者数の減少が反映される

形ですべての開催類型において総消費額が減少したことがわかる。 

 

図表 69 国際会議の総消費額 
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６） 国際MICEの経済波及効果の分析結果 

本章では、2023 年に国内で開催された国際的な企業会議、報奨・研修旅行、展示会・見本

市等の経済波及効果についての分析結果を説明する。さらにこれらに加え、2023 年度に調

査された 2022 年の国際会議の各主体における参加者 1 人当たり消費額および、日本政府

観光局（JNTO）が公表している国際会議統計に基づき、2023 年の参加者数を用いて

2023年の経済波及効果を算出した。 

分析の結果、国際MICE全体の経済波及効果は約８,５２０．６億円となった。そのうち、直接

効果は約 4,044.5億円、間接効果は約 4,476.1億円である。 

催事ごとに見ると、企業会議の経済波及効果は約 1,592.2 億円（うち直接効果約 758.6

億円、間接効果約 833.6 億円）、報奨・研修旅行の経済波及効果は約 911.6 億円（うち直接

効果約 433.9 億円、間接効果約 477.6 億円）、国際会議の経済波及効果は約 3,701.5 億

円（うち直接効果約 1,750.2 億円、間接効果約 1,951.3 億円）、展示会・見本市の経済波及

効果は約 2,315.4億円（うち直接効果約 1,101.7億円、間接効果約 1,213.6億円）となっ

ている。 

 

図表 70 国際MICEによる経済波及効果とその内訳 

項目 企業会議 報奨・研修旅行 国際会議 展示会・見本市 総額・総量 

総消費額 約 787.6億円 約 446.8億円 約 1,486.2億円 約 1,222.9億円 約 3,943.5億円 

１．直接効果 約 758.6億円 約 433.9億円 約 1,750.2億円 約 1,101.7億円 約 4,044.5億円 

２．間接効果 約 833.6億円 約 477.6億円 約 1,951.3億円 約 1,213.6億円 約 4,476.1億円 

経済波及効果 

（「1.」＋「2.」） 

約 1,592.2億円 約 911.6億円 約 3,701.5億円 約 2,315.4億円 約 8,520.6億円 

粗付加価値誘発額 約 875.8億円 約 499.6億円 約 2,018.5億円 約 1,279.9億円 約 4,673.8億円 

雇用者所得誘発額 約 445.8億円 約 254.7億円 約 1,039.4億円 約 666.4億円 約 2,406.3億円 

雇用効果（就業者全体） 約 17,373人 約 9,616人 約 34,481人 約 20,714人 約 82,185人 

誘発税収額 約 199.6億円 約 113.5億円 約 453.6億円 約 285.9億円 約 1,052.6億円 

※合計の金額は端数処理（四捨五入）の関係で各項目の合計と一致しない点に注意 
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図表 71 国際MICEの経済波及効果 

 

粗付加価値誘発額とは、ある産業が生産する財サービスから、当該産業の生産に必要な財

やサービスの購入分を差し引いた残りの部分を指し、粗付加価値を構成する主な項目は、「雇

用者所得」「営業余剰」「資本減耗引当金（減価償却費）」となる。 

雇用者所得誘発額とは粗付加価値誘発額の構成要素で、直接効果・間接効果の発生に伴い

誘発される雇用者所得額を指す。 

雇用効果は直接効果・間接効果を通じて雇用者所得によって賄うことができる新規の雇用

者数である。 

誘発税収額は、雇用者所得増加分に対して課税される「個人税収増加額」と営業余剰の増加

分に対して課税される「法人税収増加額」の合計額となっている。 

 

■誘発税収額＝「個人税収増加額」(円)＋「法人税収増加額」（円） 
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(５) 調査結果から得られる示唆 

 

（１） 滞在日数に関する分析 

催事類型ごとに個人観光の実施割合と、催事および個人観光に関連した宿泊（以下、PV 宿

泊）の日数を聴取した。 

合計の宿泊日数は企業会議、報奨・研修旅行で平均 8 泊ほどとなっており、展示会・見本市

等に比べて長期間の滞在が見込まれることがわかる。また、PV 宿泊においても開催都道府県

内での宿泊が平均 2 泊程度なされていることから、MI 誘致促進に伴って、PV 宿泊の需要喚

起等も地域内の観光産業にもたらされるメリットであるといえる。 

 

図表 72 企業会議、報奨・研修旅行の催事・個人観光に伴う宿泊数 

催事 個人観

光の実

施 

合計 

（泊） 

催事関連の宿泊（泊） 個人観光関連の宿泊（泊） 

  開催都道

府県内

（泊） 

その他地

域（泊） 

 開催都

道府県

内（泊） 

その他

地域

（泊） 

企 業 会 議

（N=421） 

75.3% 8.2 5.0 4.1 1.0 3.2 2.2 1.0 

報奨・研修旅行

（N＝430） 

67.7% 8.0 5.3 3.9 1.4 2.7 2.1 0.6 

展示会・見本市

等（N=411） 

60.8% 5.7 3.4 3.0 0.3 2.3 0.7 1.6 

 

2017 年度調査との合計宿泊日数を比較してみると、企業会議で約 1.5 泊となっており、

報奨・研修旅行では約 2.8 泊の伸びがみられる。近年の訪日ニーズの高まり等が背景にある

と考えられる。MI 参加者の一人当たり消費額の伸びにも、訪日ニーズの高まりに伴う滞在の

長期化が作用していると考えられる。 
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図表 73 PV宿泊を含む宿泊数（催事類型別） 

 

 

（２） 消費ポテンシャル分析 

今後の消費額の最大化に向けた適切な価格設定余地の把握や、価格面での優位性を明確化

することを目的として、本調査においては参加者が MIE 催事へ参加するにあたって、各主体

が催事以前に想定していた予算と実際に使った費用との差分を調査した。 

なお、主催者の消費行動に関しては価格設定によらず企業側でその全体予算が決定されて

いるケースが大半であると想定されることから、ここでは MI 参加者・E 参加者に限定して調

査を実施している。 

MI の外国人参加者について、各消費項目において「もっと消費してもよかった」「もう少し消

費してもよかった」のいずれかを回答した人の割合が約 40%存在しており、適切な価格設定

を講じることによってより多くの消費を促進できる可能性があることが推察される。特に宿泊

費と観光・娯楽費については、「少し消費しすぎた」「かなり消費しすぎた」と回答した人の割合

が 10%以下であり、より高水準のホテルの整備や、コンテンツの充実化を図ることにより、よ

り多くの消費を促進できる可能性が高いといえる。 
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図表 74 海外M参加者の消費ポテンシャル分析 

 

 

図表 75 海外 I参加者の消費ポテンシャル分析 
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図表 76 海外 E参加者の消費ポテンシャル分析 
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（３） 地方周遊ポテンシャル分析 

都市圏で開催される催事においても外国人参加者が地方周遊を行うポテンシャルがあるこ

とを明確化するため、個人的な観光を行うためにかけられる移動時間等を聴取した。企業会議、

報奨・研修旅行の参加者は展示会・見本市等の参加者と比較してもより遠方へ個人的観光で

訪問することの許容度が高いことが明らかとなった。企業会議、報奨・研修旅行の参加者は長

期滞在であるため、より遠方で観光・娯楽を満喫したいと考えている可能性が高い。 

 

図表 77 開催都道府県別の個人的観光にかけられる時間（外国人参加者） 

 

  



 

76 
 

（４） 役職別消費額の分析 

展示会・見本市の外国人参加者について、その役職ごとの消費額を分析した。 

外国人参加者の消費額分析にあたっては、役職ごとの居住地分布状況の違いを念頭に置く

必要がある。 

「一般社員」・「係長／課長クラス」においては、東アジア・南アジアといった比較的日本に近い

居住地からの参加者が多くなっているのに対して、「次長／部長クラス」「役員／社長クラス」に

おいては北アメリカやヨーロッパ等を中心とした遠方からの参加者が多くなっている。以上か

ら、移動距離が長ければ長いほど、役職の高い参加者が参加する傾向が読み取れる。役職別の

消費額の大きさに関して傾向を把握するにあたり、参加者の居住地域による消費額の差を排

して分析をする必要がある。今回、役職別分析をするにあたって十分なサンプル数が確保でき

なかった地域は除き、東アジア・南アジアの 2 地域に限定して役職別消費額の算出を実施した。

（図表 79 展示会・見本市等の外国人参加者消費額（役職・居住地域別） 

東アジア・南アジアともに役職が高くなるにつれて消費額が大きくなる傾向がみられる。東

アジア居住者に関してみると「役職／社長クラス」は「一般社員」の消費額の約1.5倍、南アジア

居住者に関してみると「役員／社長クラス」は「一般社員」の消費額の２倍ほどの消費がなされ

た。また費目別にみてみると、「宿泊費」・「土産・買物費」において特に役職に応じた消費額の

伸びがみられることが分かる。さらなる消費拡大を促進するために高い役職層をターゲットと

する取り組みの促進が求められる。 

 

図表 78 展示会・見本市等の参加者における役職ごとの居住地分布 

 

※未回答者分を除いて集計 
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図表 79 展示会・見本市等の外国人参加者消費額（役職・居住地域別） 

 

※未回答者を除いて集計 

（５） 関心のあるコンテンツ 

関心の高いコンテンツについて、全体的な傾向としてコンテンツに対する関心は企業会議が

最も高く、次いで報奨・研修旅行となっており、展示会・見本市参加者は比較的コンテンツに対

する関心度が低くなっている。 

項目別にみると各催事類型において「日本食を食べること」に対する関心が最も高くなって

いる。企業会議・報奨・研修旅行においては「伝統文化体験」「自然・景勝地観光」「日本の酒を飲

むこと」等の観光・娯楽的側面の強いコンテンツに関心が寄せられている。 

他方、展示会・見本市では「日本食を食べること」に次いで「ショッピング」が約 50%と他催

事類型よりも高くなっており、ビジネスとしての側面が強い催事の性質を反映した結果となっ

ている。 
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図表 80 関心のあるコンテンツ（外国人参加者） 

  

※未回答者分を除いて集計 
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（６） 新規契約誘発効果 

MICE のなかでも、展示会・見本市等については、その開催の本来的な目的は、会場に訪れ

た企業・消費者といった来場者への情報発信を通じた、新規顧客の開拓、新規契約の獲得であ

る。しかし、経済波及効果には見本市の開催、見本市への参加に要した費用を元に推計した金

額であり、以下に示す新規契約受注等によって生じる新規需要額は含まれていない。 

 

○見本市開催当日 

・ 見本市開催当日に成立した新規契約から生じる新規需要額 

 

○見本市開催当日以降 

・ 見本市開催によって、後日商談が持ち込まれ、新たに生じた新規需要額 

・ 見本市開催によって獲得した新規顧客との契約から生じる新規需要額 

・ 見本市への出展による商品・サービスの知名度向上が要因となり、生じる新規需要

額 

 

本調査では、これらの新規需要額を“新規契約誘発効果”と定義し、別途その金額を推計す

ることで、見本市の本来的な役割である情報発信の活性化および商談の活性化によって生じ

る新規需要額を別途推計することとした。 

新規契約誘発効果の費用対効果（倍率）は、出展者アンケート結果を用いて推計を行った。ま

た、新規契約誘発効果発生額は上記新規契約誘発効果の発生主体（出展者）が見本市に投じた

費用に費用対効果（倍率）を乗じて推計した。 

出展者アンケート調査では、出展者募集見本市への出展者 60 サンプルから、新規契約誘発

効果の金額に関する有効回答※を得た。サンプルごとの総費用・新規契約誘発効果の費用対効

果（倍率）の分布は以下の通りである。 

 

※：回収した全サンプルの中で費用の合計額および売上増加効果に金額が記載されていたものを抽出。（原

単位の算出とは異なり、出展日数あるいはブース面積が未記入のサンプルも抽出） 

※：売上増加効果 0円という記載も有効回答とした。このサンプルの費用対効果は 0倍となる。 
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図表 81 費用対効果（倍率）の分布 

 
 

費用対効果の推計は以下の式を用いた。 

 

■費用対効果（倍率）＝サンプルの新規契約誘発効果合計額（円）÷サンプルの総費用合計額（円） 

 

その結果、見本市については総費用の約 2.2 倍の新規契約誘発効果が発生、あるいは発生する

ことが期待されているとの結果を得た。 

上記主体における 2023年の総消費額は、約４２８.3億円と推計された。 

この総消費額約 428.3億円に、費用対効果 2.2倍を乗じることで、新規契約誘発効果の

金額が算出される。その結果、新規契約誘発効果は約 942.3億円と推計された。 
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(６) MICE 簡易測定モデルに関する中長期的検討 

 

１） 国際MICE全体の総消費額・経済波及効果算出に関する検討会等の実施 

今回は、合計４名（MIに関する有識者 2名・Eに関する有識者 2名）の委員に対し、 

ヒアリングを実施した。また、聴取項目としては調査設計に係る部分と共に、MI についてはア

ンケートにて補足できないＭＩに関する定性情報を聴取し、E に関しては算出対象範囲に関す

るご意見を聴取した。次年度予定されている MICE簡易算定ツールの改訂に向けた仕様の検

討は、次年度の対応事項として聴取項目からは除外した。 

 

（１） 企業会議、報奨・研修旅行の有識者に対するヒアリング 

 

図表 82 企業会議、報奨・研修旅行の調査手法に関する委員からのコメント 

項目 委員からのご意見 

MIの調査手

法について 

 システム利用料・登録料は参加者からのデータ収集時にシステムを

利用しているため、催事前の消費項目に含めた方が良い。 

 催事前の消費額に占める人件費の割合は大きいため、項目を別に

設定した方が良い。 

 主な消費項目は宿泊費・飲食費・交通費等であるため、現状の設問

でも大まか実態を捉えられていると思うが、特別手配（会議運営費、

パーティ経費等）についても、より細かく消費項目を設定した方が良

いだろう。例えば、パーティー経費の内訳には、飲食費・演出費・機材

費・エンタメ費等が含まれており、正確に実態を把握するにはそれら

について細かく消費項目を設定する必要がある。 

参加者調査 

方法について 

 主催者にメリットがあるかどうかが重要である。例として、大型案件

の場合、エンタメをいれるための資金を負担する等のインセンティブ

が必要である。その際、ギブアウェイの配布等簡単な報酬では承諾

は得づらいだろう。また、地域によって協力可否は左右される。 

 個人情報の取り扱いの同意も含め、アンケート調査に対して主催企

業、旅行代理店は慎重にならざるを得ない。ドアノックでアプローチ

して同意を取得し、アンケート回答を求める形式は難しいだろう。海

外の旅行代理店を対象とする方法が適切である。国内の旅行代理

店から海外の旅行代理店や主催企業に対して調査依頼の取り次ぎ

はできる可能性があるが、やはり主催者に調査の大義名分を説明で

きることと、協力報酬を用意することが必要になる。 

 

上記のヒアリング結果を踏まえ、中長期的な調査設計の改善方針については下記の通



 

82 
 

り整理できる。 

次回の改定時には、MI 主催者の消費項目に関して、「システム利用料・登録料」・「人件

費」等を追加聴取することを検討するべきである。また、設問数が増加してしまうものの、

利用シーンごとの消費額を聴取した方が、消費項目・消費額を想起しやすいため、回答者

負荷が低減される可能性がある。その際、特別手配に係る経費等、単なる経費ではない経

費項目も回答しやすいように、階層分けを行うなど丁寧に消費項目を設定することが必

要である。 

調査依頼の手法に関しては、主催者側へのメリットの提示や海外旅行代理店へのコンタ

クト等、より上流に近いステークホルダーとの連携を図ることで調査協力を取得しやすく

なる可能性が示唆される。 
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（２） 展示会・見本市の調査手法に対するヒアリング 

 

図表 83 展示会・見本市の調査手法に関する委員からのコメント 

項目 委員からのご意見 

追加聴取すべき

消費項目 

 主催者において催事後の費用は生じないとして問題ない。 

 出展者については、出展がビジネスのきっかけであり、マーケティン

グツールの一環であるので、その後に発生する費用も存在する。具

体的には、展示会で収集したリストの絞り込みを行って、顧客を選定

したより精度の高い商品の説明会や接待等を実施する場合がある。

生じた費用も、展示会に紐づけた消費額と捉えるのかは検討を要す

る。 

 海外出展者について、展示会終了後に再度来日して商談を行う場合

もある。出展者へのヒアリングを実施し、割合が高ければ費用に含め

ることも考えられるのではないか。 

 海外出展者は、輸送費も多くかかっている可能性が高い。 

開催実績の取得

方法 

 開催実績を業界団体側で取りまとめることは難しい。 

 国際展示会の基準を満たすような大規模な展示会については自発

的に来場者数や出展者数を公表しているケースがほとんどであり、

現状抽出している対象催事で十分に捕捉できているのではないか。 

国際MICEの 

算出対象範囲 

＜国際MICEの対象範囲について＞ 

 国際展示会は海外参加比率が 5%に満たない場合に対象から除外

するのは、MICE関連の外国人参加者を過度に除外してしまってい

るのではないか。日本全体の国際MICEに関連した外国人参加者

数が実感と乖離している。 

 海外からのヒト・カネの行き来がどれくらい生じているのか把握す

る観点では、海外来場者数を推計するのがよいのではないか。主要

施設に対してヒアリングを実施することで、海外来場者比率を把握

し、国際展示会に拘らず、年間の来場者数に外国人参加者の比率を

掛け合わせることで海外来場者数を大まかに推計できる可能性は

あるだろう。現状では実績値を把握している団体はないと思われる

ため、推計を行うしかない。 

＜開催実績等の把握手法＞ 

 年間の開催実績について活用するのであれば、各種データベースを

活用することが望ましい。 

 

上記のヒアリング結果を踏まえ、今後中長期的に想定される国際展示会の算出対象範囲
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に関する設定方針を整理した。 

 

図表 84 国際展示会の算出対象範囲に関する対応方針（案） 

項目 現状 国際MICEの 

定義変更 

国内展示会の外国人参加

者消費額を別途算出 

調査方針  JECC基準を満

たす国際展示会

について経済波

及効果を算出 

 日本で開催され

た展示会全体を

対象として経済

波及効果を算出 

 または国内展示

会の外国人参加

者消費額等一部

のみを対象とし

て組み入れる 

 JECC基準を満たす

国際展示会の経済波

及効果を算出しつつ、

日本で開催された展

示会の外国人参加者

消費額に関する 

参考調査を実施 

メリット  推計手法が確立

されており、国

際基準に沿った

形での経済波及

効果算出が可能 

 国内市場規模を

より正確に反映

した形での経済

波及効果算出が

可能 

 調査の連続性を担保

しつつ、国内展示会全

体の外国人参加者を

対象とした推計が 

可能 

デメリット  国際展示会の要

件基準を満たさ

ない展示会は算

出対象から除外

され展示会業界

全体としての経

済波及効果とし

ては目減りする 

 国際展示会に限

定して算出して

いる現行調査と

の連続性が担保

できない 

 推計手法が確立

されておらず、

推計精度が不明 

 推計手法が確立され

ておらず、精度が 

不明 

 国際MICEとして組

み入れる整理とする

かどうかについては

中長期的検討が必要

となる 

 

上記の通り整理したメリット・デメリットを整理する。現状では国際展示会の要件基準を満た

さない展示会は算出対象から除外されているため、国内展示会における外国人参加者の消費

が国際MICEの経済波及効果に含めることができていない。外貨の獲得状況を精緻に把握す

る観点からも、国内展示会を対象とした外国人参加者の消費状況について調査することが求

められる。 

国内展示会の外国人参加者消費額等、一部のみを国際 MICE の定義に組み入れた場合に

おいては、国内市場規模を国際ＭＩＣＥの推計に反映することによって業界団体からの協力を

より強く促し得るものの、国際展示会に限定して算出をしている現行調査との連続性の担保



 

85 
 

やMICの算出対象範囲とのずれをどのように整理するかは検討事項となる。 

国内展示会を網羅した調査は難しいことから、次年度以降実施すべき当面の取り組みとし

ては調査手法や実現可能性の検討を進めることが想定される。検討にあたっては、主催企業

や業界団体へコンタクトを継続しつつ、全国的な対象拡大が可能となるような数値把握が可能

なのか、算出される数値イメージはどのようなものになるのかを一通り確認し、その前提をも

って国際MICEに関する定義範囲の変更に関する議論を行うことが望ましい。 

  



 

86 
 

（３） 今後のMI拡大余地に関するヒアリング 

MI有識者へのヒアリングと併せて、今後のMI拡大余地に関するヒアリングを実施した。 

集計において可視化されない MI 消費の大きさや地方部における誘致可能性を把握すること

を目的とし、現在の訪日 MI に関するトレンドやアンケート調査では捕捉できないグレードの

MI消費に関する定性情報を収集した。 

 

図表 85 企業会議、報奨・研修旅行の拡大余地に関する委員からのコメント 

項目 委員からのコメント 

直近の 

トレンド 

＜訪日ニーズの高い地域＞ 

 Mは同企業の支店が立地するエリアに訪問することが多い。 

 世界的に訪日ニーズが高まっており、特に南米からのニーズが高

い。メキシコ・ブラジルからの観光客が増加している。 

 また、オーストラリアからの訪日数も伸びている。 

 アメリカはコロナ禍以前から継続して多い。 

＜日本の競合都市＞ 

 発地地域から距離、物価が類似する国が日本の競合と考えられる。 

 例えば、欧州からの場合、施設等の柔軟性が高く、料金体系・飛行距

離が日本と類似している南アメリカが競合になりうる。 

消費額が大き

い事例 

＜消費額が大きい事例の消費内訳＞ 

 MI の消費単価が高くなる要因は、豪華なパーティーである。どれだ

け派手なパーティーにするかが重要となる。本当に特別なパーティ

ーを希望する顧客の案件は非常に大きな取扱額になる。具体的に

は、他の案件と比較して 1 名当たりの消費額が約 13 倍に達する案

件も存在している。その事例では、2 回特別パーティーを開催し、会

議を 2 回開催した。また、アクティビティについても特別なコンテン

ツのご要望を受けた。 

 ラグジュアリーホテルに分宿して、アミューズメントパークへの招待

を実施する等、企業会議の中には非常に消費額が大きい催事も存

在している。 

地方部での 

MI誘致に向け

た課題 

 主な開催地は東京・京都である。 

 北米・南米から直接地方に乗り入れる路線はないため、開催は難し

い。MIの開催実績がない地域に誘致した事例はない。北海道・金

沢・高山・九州・沖縄といった国内の報奨旅行の開催地への誘致が

主である。 

 地方は宿泊施設が課題となっており、企業向けに提案するには 20

～30名を受け入れ可能な宿泊施設が必須である。 
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 地方部についてはポテンシャルも高く引き合いも多い。特に、札幌・

福岡・沖縄の知名度が高く、アジアの国より選択される。ただし、乗

り継ぎを日本国内でせず、海外で乗り継ぐよう勧めている。開催地

としては金沢の人気が高い。ハイグレードなホテルがない地方都市

にMIを案内することは難しいのが実情である。基本的に観光イン

フラがない地域はMI誘致のハードルは非常に高い。例えば岡山等

は、アクティビティ拠点として、発展できるポテンシャルがある。しか

しながら、そのためには広島、京都、大阪、神戸等との地域連携によ

って、行程の一部としてマーケティング戦略や計画を練る必要があ

るだろう。 

 観光インフラに加えて、その土地に行くべき合理的な理由が用意で

きればMI誘致の可能性はある。例えば、企業の投資対象である工

場見学等と抱き合わせる形で地方にてMIを開催した事例がある。 

 

MI のトレンドやニーズに関しても日本を取り巻く現在の状況や課題について下記の通

り整理される。 

特別な体験を志向するような MI については、他の案件と比較して 1 名当たりの消費

額が約 13 倍に達する案件も存在しており、一部催事で非常に大きな消費がなされてい

ることが把握できた。現在、MI 訪問地として日本の人気は高く、その中でも人気の開催

地は東京・京都である。 

MI の地方誘致に関しては、20 人以上の開催が想定され、地域単位で大人数を受け入

れられる観光インフラの整備が前提となることから、金沢・高山・九州・沖縄といった人気

がある主要な国内観光地において開催事例がみられる。その他地域において MI 誘致を

促進するためには、海外からの直行便の整備等と共に、地方部において誘致促進に向け

た地域間連携を推進することや、その地域においてMIを開催する意義をより明確化した

上で開催企業やDMCに対してアプローチすることが求められる。 
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(７) 参考資料 

 

１） 消費原単位 

（１） 企業会議日本人参加者の 1人当たり消費額 

 

費目 （単位：円） 

宿泊費 6,037 

飲食費 14,735 

国際航空券代※ 0 

国内交通費 10,030 

土産・買物費 7,340 

観光・娯楽費 8,474 

合計 46,616 

※国際線航空券は企業負担と見なし 0円 

 

（２） 企業会議外国人参加者の 1人当たり消費額 

費目 （単位：円） 

宿泊費 57,911 

飲食費 78,280 

国際航空券代※ 0 

国内交通費 35,536 

土産・買物費 97,026 

観光・娯楽費 80,942 

合計 349,695 

※国際線航空券は企業負担と見なし 0円 

 

（３） 企業会議主催者の参加者 1人当たり消費額（企業ミーティング） 

費目 （単位：円） 

宿泊費 463,385 

国際交通費 18,647 

国内交通費 89,225 

飲食費 142,856 

会議等の企画運営費 15,654 

パーティーの企画運営費 31,647 

観光プログラム等の企画・手配費 9,399 
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管理費 75,164 

印刷費 667 

事務用品・備品等購入費 452 

その他費用 0 

合計 847,097 

 

（４） 企業会議主催者の参加者 1人当たり消費額（顧客セミナー） 

費目 （単位：円） 

宿泊費 99,049 

国際交通費 3,736 

国内交通費 763 

飲食費 19,745 

会議等の企画運営費 20,995 

パーティーの企画運営費 13,811 

観光プログラム等の企画・手配費 12,801 

管理費 13,520 

印刷費 1,898 

事務用品・備品等購入費 1,979 

その他費用 0 

合計 188,296 

 

（５） 企業会議主催者の参加者 1人当たり消費額（研修・視察） 

費目 （単位：円） 

宿泊費 34,462 

国際交通費 15,016 

国内交通費 36,499 

飲食費 14,292 

会議等の企画運営費 10,999 

パーティーの企画運営費 5,701 

観光プログラム等の企画・手配費 1,675 

管理費 6,897 

印刷費 81 

事務用品・備品等購入費 119 

その他費用 0 

合計 125,742 
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（６） 企業会議主催者の参加者 1人当たり消費額（式典） 

費目 （単位：円） 

宿泊費 60,230 

国際交通費 5,495 

国内交通費 40,461 

飲食費 20,110 

会議等の企画運営費 12,463 

パーティーの企画運営費 4,698 

観光プログラム等の企画・手配費 2,897 

管理費 5,923 

印刷費 0 

事務用品・備品等購入費 118 

その他費用 0 

合計 152,396 

 

（７） 報奨・研修旅行外国人参加者の 1人当たり消費額 

費目  （単位：円） 

宿泊費 38,570 

飲食費 80,105 

国際航空券代※ 0 

国内交通費 30,819 

土産・買物費 84,320 

観光・娯楽費 53,671 

合計 287,486 

※国際線航空券は企業負担と見なし 0円 

 

（８） 報奨・研修旅行主催者の 1人当たり消費額 

費目 （単位：円） 

宿泊費 263,185 

国際交通費 71,085 

国内交通費 48,349 

飲食費 68,741 

会議等の企画運営費 27,640 

パーティーの企画運営費 22,301 
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観光プログラム等の企画・手配費 5,200 

管理費 39,689 

印刷費 163 

事務用品・備品等購入費 515 

その他費用 0 

総消費額 546,869 

 

（９） 展示会・見本市等日本人参加者の 1人当たり消費額 

費目 （単位：円） 

宿泊費 4,970 

飲食費 3,820 

開催地都道府県までの交通費 9,463 

  うち国際線航空券代 0 

開催地都道府県内交通費 847 

土産・買物費 962 

観光・娯楽費 90 

合計 20,152 

 

（１０） 展示会・見本市等外国人参加者の 1人当たり消費額 

費目 （単位：円） 

宿泊費 135,051 

飲食費 55,634 

開催地都道府県までの交通費 22,802 

  うち国際線航空券代 27,809 

開催地都道府県内の交通費 5,694 

土産・買物費 118,316 

観光・娯楽費 １６，628 

合計 381,933 

 

（１１） 展示会・見本市等主催者の面積当たり消費額 

費目 （単位：円/日・㎡） 

会場利用料 526 

会場装飾・工事費 905 

機材レンタル費 5 

運営管理費 6 
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付随イベント費 4 

国内運送・輸送費 1 

印刷製本費 15 

広告宣伝費 989 

臨時人件費 7 

事務局経費 2 

その他 4 

合計 2,464 

 

（１２） 展示会・見本市等出展者の面積当たり消費額 

費目 （単位：円/日・㎡） 

出展料 12,381 

会場装飾・工事費 14,019 

機材レンタル費 2,225 

運営管理費 165 

パーティー等催事に付随する独自イベント 297 

飲食費 340 

航空券 283 

運送・輸送費 1,357 

印刷製本費 1,763 

広告宣伝費 1,636 

臨時人件費 1,127 

事務局経費 315 

宿泊費 1,382 

飲食費 459 

開催都道府県までの交通費 1,207 

開催都道府県内交通費 272 

土産・買物費 73 

通信回線費 39,300 

合計 37,087 
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（１３） 国際会議のカテゴリー別参加者の 1人当たり消費額 

（２０２３年度調査報告より抜粋） 
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２） 本調査で用いる用語の説明 

 

用語 説明 

消費原単位 各主体別の消費額の合計を算出するにあたって設定する、 

特定の単位に対して各主体が標準的に消費した金額。 

総消費額 ・各主体の消費額の合計。ただし、間接効果に含まれる消費額は除く。 

１．経済波及効果 ・直接効果・間接１次波及効果・間接２次波及効果の合計。 

  直接効果 ・全国への直接効果：総消費額から海外消費分を除いた金額。 

・都内への直接効果：総消費額から都外消費分・海外消費分を除いた

金額。 

  

間接 

効果 

１次生産誘発額 

（間接１次波及効果） 

・直接効果の需要を満たすために必要となる生産の総合計（直接効果

分は除く）。 

  ２次生産誘発額 

（間接２次波及効果） 

・１次波及効果によって誘発される所得の一定割合が消費に回ること

で喚起される需要を賄うために発生する生産の総合計。 

２．粗付加価値誘発額 

・ある産業が生産する財サービスから、当該産業の生産に必要な財や

サービスの購入分を差し引いた残りの分。粗付加価値を構成する主

な項目は、「雇用者所得」「営業余剰」「資本減耗引当金（減価償却

費）」。 

  直接効果（粗付加価値分） ・直接効果に含まれる粗付加価値の金額。 

（算定式）直接効果×粗付加価値係数 

  

間接 

効果 

１次粗付加価値誘発額 ・間接１次波及効果に含まれる粗付加価値の金額。 

（算定式）間接１次生産誘発額×粗付加価値係数 

  ２次粗付加価値誘発額 ・間接２次波及効果に含まれる粗付加価値の金額。 

（算定式）間接２次生産誘発額×粗付加価値係数 

３．雇用者所得誘発額 
・粗付加価値誘発額の構成要素。直接効果・間接１次効果・間接２次効

果の発生に伴い誘発される雇用者所得額。 

  直接効果（雇用者所得誘発分） ・直接効果に含まれる雇用者所得の金額。 

（算定式）直接効果×雇用者所得係数 

  

間接 

効果 

１次雇用者所得誘発額 ・間接１次波及効果に含まれる雇用者所得の金額。 

（算定式）間接１次生産誘発額×雇用者所得係数 

  ２次雇用者所得誘発額 ・間接２次波及効果に含まれる雇用者所得の金額。 

（算定式）間接２次生産誘発額×雇用者所得係数 

４．誘発雇用数（人） 

・直接効果・間接波及効果を通じて雇用者所得によって賄うことがで

きる新規の雇用者数。会社員および個人事業主、家族従業者数から

なる。 

（算定式）誘発雇用者所得の総額×就業係数 

５．誘発税収額 ・「個人税収増加額」と「法人税収増加額」の合計 

  個人税収増加額 ・直接効果、間接波及効果を通じて新たに誘発される雇用者所得分に

対して課される税収。 

（算定式）誘発雇用者所得の総額×個人税収係数 

  法人税収増加額 ・直接効果、間接波及効果を通じて新たに誘発される営業余剰額に対

して課される税収。 

（算定式）誘発営業余剰額の総額×実効税率 

（各種係数の説明） 

 ◇粗付加価値係数＝粗付加価値額／生産額     

 ◇雇用者所得係数＝雇用者所得／粗付加価値額 

◇就業係数＝雇用者数／雇用者所得 

注）「生産額」「粗付加価値額」「雇用者所得」は産業連関表の取引基本表に、「雇用者数」は雇用表にそれぞ

れ掲載されている。 

◇個人税収係数＝所得税／雇用者所得＋住民税率 
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３） 外国語アンケート調査票 

（１）企業会議、報奨・研修旅行参加者アンケート調査票（英語） 
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（２）企業会議、報奨・研修旅行参加者アンケート調査票（中国語 簡体） 
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（３）企業会議、報奨・研修旅行参加者アンケート調査票（中国語 繁体） 
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（４）企業会議、報奨・研修旅行参加者アンケート調査票（韓国語） 
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（５）企業会議、報奨・研修旅行参加者アンケート調査票（スペイン語） 
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（６）企業会議、報奨・研修旅行参加者アンケート調査票（フランス語） 
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（７）企業会議、報奨・研修旅行参加者アンケート調査票（タイ語） 
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（８）展示会・見本市等参加者アンケート（英語） 
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（９）展示会・見本市等参加者アンケート（中国語 簡体） 
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